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現場従業員の雇用、１年前より厳しい―。一般社団法人マンション管理業協会（管理協）が昨年１

１月１５日に公表した「マンション管理トレンド２０１９」結果で、７割近くの会員企業がそう回答し

ている。２割以上は現場従業員が「大いに不足」している、と答えた。 

 

調査は昨年初めて実施。管理業の総合的な基礎資料とする目的で▽ⅠＴ活用の取り組み状況▽電子
契約の利用状況▽消費増税への対応▽外国人居住者への対応状況▽現場従業員の雇用状況―など
７項目について尋ねた。調査期間は昨年４月２２日から８月３１日。 

 
ＩＴ活用の取り組み 
ＡＩ（人工知能）・ＩｏＴ等の先進技術の導入は「情報収集、検討中」が４４・５％。３４・５％は「関心がない」

と答えた。 
「現場で導入中」は０・９％にとどまったが「試験的に導入」が９・４％あった。 
今後は「費用対効果次第で導入したい」が６２・３％で最多。「将来も導入しない」が１７・９％で続いた。 

導入したい事案は「現場現金のキャッシュレス化」と答えた会員が最も多く、１１１社。「重要事項調査報告
書のオンライン化」が９５社で２位。 
フロント担当社員のＩＴ環境は「携帯電話」、いわゆるガラケーが１６８社でスマートフォン（１５８社）を

上回っている。 
 

電子契約 
４９・５％が「導入する予定はない」。「現在、検討中」が２４・８％、「一部で導入」は３・０％、「積極的に導

入」は０・６％しかなかった。 
 

消費増税への対応 
修繕積立金については会員社を通じ受託組合ごとの状況を調査。修繕資金計画の影響などを尋ねた。

回答組合数は６万８７０。 
資金計画における増税の影響は「影響なし」が５４・８％でトップ。「資金不足となる」は４５・２％。この

うち対策済みまたは対策予定とした中で、最も多かった対策は「積立金の改定」（４９・２％）だった。 
管理費は、増税の影響で単年度収支が赤字になった管理組合は「１割未満」とする回答が７５・５％で

最多。委託費には増税分を「当然に転嫁する」が８０・３％を占めたが「できれば転嫁したい」と、転嫁す
るか迷っていると考えられる回答も８・９％に上った。 
 
外国人居住者 
「管理運営上、問題等が生じているか」の問いには「今のところないが、懸念はある」が４１・５％で「問

題が発生している」は３３・４％。課題・問題点は「ごみ出しのルール・マナー」とする回答が最も多かっ
た。 
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現場従業員雇用状況 
１年前より「厳しくなっている」が６７・

８％で最多。「変わらない」が２０・１％で
続く（グラフ参照）。直近１年間の過不足
状況は「やや不足」が最も多く５７・３％。
「大いに不足」「適当」がそれぞれ２１・
２％。 
定年年齢の見直しは直近１年間で５０・

５％が「見直してはいない」。「見直した」
は１８・２％、「検討中」は２０・１％。 
外国人労働者は８０・２％が受け入れて

いない。採用しているのは８・５％にとど
まり、今後の受け入れも「検討していない」
が７７・９％だった。 

（マンション管理新聞１１２２号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般社団法人日本マンション管理士会連合会（日管連、瀬下義浩会長）は昨年１１月２８日、ＬＩ

ＦＵＬＬ（本社東京、井上高志社長）との業務提携を、同日開いた臨時総会で承認した、と発表し

た。 
 
ＬＩＦＵＬＬが運営する不動産・住宅情報サイト「ＬＩＦＵＬＬ ＨＯＭＥ‘Ｓ」に掲載される中古マンション物件

の売買情報に、日管連が実施する「マンション管理適正化診断サービス」の診断結果を表示する。診断を
実施したマンションで、管理組合の了解を得られた物件が表示の対象だ。今年４月以降の開始を目指
す。 
マンション管理適正化診断サービスは、長期修繕計画や修繕積立金、法定点検、修繕工事実施状況な

ど１８項目を診断し、Ｓ・Ａ・Ｂの３段階で管理状況を評価する。２０１５年７月からサービスを実施し、昨年
１０月末時点で９８６７棟の診断実績がある。 
今回表示対象になるのはＳ・Ａ評価を受けたマンションだ。 
表示の仕方については現在検討中。Ｓ・Ａの評価結果のほか、個別の診断項目に対する評価について

も一定の情報を公開する見通しだ。 
物件情報への診断結果表示は、いわば売買情報にその物件の共用部分における管理状況の「目安」

が提供される形になり、この点について両者は「日本初の試み」だとしている。 
管理状況の良しあしが、ある程度判断できるため売主・買主双方にメリットがあるほか、これまで管理

組合が取り組んできた維持管理の成果をアピールできる、といった利点もあるという。 
現在、同・マンション管理業協会による「マンション管理適正評価研究会」が管理状況を評価し、結果

を公表する制度の構築を図るなど、既存マンションの管理状況評価・評価結果の市場公開を進める動き
が出ている。当日開いた会見で瀬下会長は「（研究会による評価制度と）リンクできるようにしたい」と
述べた。 
（マンション管理新聞１１２３号） 

日管連・「マンション管理適正化診断サービス」   

「LIFULL」との業務提携を承認 

 

 「「ＳＳ」」・・「「ＡＡ」」評評価価をを市市場場でで公公開開   
住宅情報サイトの 

物件情報に表示 


